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（小特集①）
農業高校による社会関係資本構築と関係人口育成の可能性

　西原　是良・中西　啓喜

　人口減少が進む農村において，地域を持続的に運営する主体
の確保は喫緊の課題である。本報は，農業高校が辿った歴史的
変遷を整理した上で，卒業生コホートの分析から現代の農業高
校が就農者育成機関から変化しつつあることを明らかにする。
分析の結果，農業高校は実践教育による人的ネットワークの構
築（情緒的機能）と，インフラ管理等の専門人材の輩出（実務
的機能）の両面から，農村の社会関係資本を再生産しているこ
とが示された。持続可能な農村の形成において，農業高校は地
域への愛着と交流を持ち続ける関係人口を生み出す可能性を
持った社会システムであり，国土保全への貢献という新たな評
価軸で再定義される必要がある。
� （水土の知94-8，pp.3～6，2026）

農業高校，農業教育，社会関係資本，関係人口，持続可
能な農村

（小特集②）
農業高校学習と学会への成果公表を支援した大学の取組み

宗岡　寿美・木村　賢人・中島　直久・高山　裕司�
人見　高史・阿部　善史・堀毛憲太郎・三品　　歩

　帯広畜産大学では，高大連携事業を通じて帯広農業高等学校
の出前授業・体験学習・プロジェクト学習（農業高校学習）を
継続的に提供・支援し，農業農村工学技術者の育成に協力して
きた。この取組みをもとに農業高校における農業農村工学の学
習効果と成果公表へのモチベーションの向上を大学教員が後押
しした。また，岩見沢農業高等学校も含めて，両校で実施され
てきたプロジェクト学習の成果を農業農村工学会で初めて公表
する上で原稿作成作業などを大学教員が広範に協力・支援し
た。これらを契機として農業高校教員による技術リポートの掲
載や生徒による北海道支部での研究発表など，最近10年間で
学会活動へのスキルアップがはかられた。
� （水土の知94-8，pp.7～10，2026）

農業農村工学，高大連携，農業高校学習，成果公表，学
会活動

（小特集③）
帯広農業高校における ICT教育と農業土木工学科の取組み

人見　高史

　平成31年より文部科学省が提案したGIGAスクール構想で
教育現場の ICT化が進んでいる。農業教育においてもドロー
ンを用いたスマート農業，ICT活用による情報化施工，地理
情報システム（GIS）を使ったスマート林業など，専門教育の
デジタル化が進んでいる。一方，近年，中学校，高等学校の在
籍者数の減少により農業土木技術者の確保，育成が急務となっ
ている。本報では，帯広農業高校における人材育成について，
ICT教育と農業土木工学科の取組みの観点から報告する。人
材育成を行うには教員による ICTに関する知識の習得，ICT
機器を利活用した教育の実践のほか，産学官と連携し，企業や
官公庁等による相乗効果を活用して，魅力ある取組みを地域に
発信していく必要がある。�（水土の知94-8，pp.11～14，2026）

ICT教育，DXハイスクール，人材育成 ，農業土木工学
科，情報化施工，産学官連携

（小特集④）
三重県立久居農林高等学校における
高大連携教育プログラムの実践

廣住　豊一・松本　卓也・黒田　　司・神長　　唯

　本報では，三重県立久居農林高等学校が四日市大学と 2018
年度から 2025年度までの 8年間にわたって継続的に取り組ん
できた，高大連携教育プログラムの実践内容と教育効果につい
て報告する。本プログラムは，環境保全コースの生徒30名程
度を対象として，1年次に講義で背景を学び，2年次にその学
びをもとに実習を実施する連続的なプログラムとすることで，
体系的な知識を得ることができるようにした。その結果，本プ
ログラムによって，環境問題に対する意識が高まること，大学
への進学意識に変化を与えることなどの教育効果が確認され
た。また，本プログラムには大学生を参画させ，生徒たちにとっ
て身近なロールモデルを与えるように工夫した。
� （水土の知94-8，pp.15～18，2026）

農業高校，高大連携，人材育成，環境教育，環境保全，
教育プログラム，土壌調査

（小特集⑤）
農業高校でのプロジェクト学習や交流学習による教育実践

武田　誠司

　高等学校農業科のグリーンコースで行われたプロジェクト学
習と，コース生徒が中心となって活動する科学部で実践してき
た交流学習を紹介する。プロジェクト学習では，実験装置の自
作にこだわりながら水稲やレンコン栽培に関する研究を中心に
進め，農業クラブ各種発表会で一定の成果を収めることができ
た。科学部の交流学習では，生徒が企画を立案して，小学生を
対象に自然教室の開催や，木曽川源流域の木祖村住民との上下
流交流などを行ってきた。交流活動でリーダー性が伸び，広く
学校で活躍する生徒も出てきた。本報では，これらの教育活動
の概要と，生徒がどのように成長したか，またその効果につい
て紹介したい。
� （水土の知94-8，pp.19～22，2026）

プロジェクト学習，農業クラブ，科学部，自然教室，上
下流交流

（小特集⑥）
京都府立農芸高等学校における人材育成の取組み

倉地　進也

　京都府立農芸高等学校は京都府内で唯一の農業専門高校であ
り，京都府内で農業土木を学ぶことができるのは本校のみであ
る。開校当初より農業土木技術者を養成し，卒業生は業界のみ
ならず多方面で活躍している。近年，農業高校を取り巻く情勢
は厳しく，生徒募集の面で大変苦慮している。農業土木を含む
建設業に興味のある生徒ばかりでなく，生徒の興味・関心には
個々にかなりの違いがある。また，入学してくる生徒が年々，
多様化してきており，個別で対応せざるを得ない場面がある。
本報では，関連産業を支える人材育成を行うためのさまざまな
特色ある教育活動について，取組み事例を紹介する。
� （水土の知94-8，pp.23～26，2026）

インターンシップ，たんぼアート，資格取得，農業クラ
ブ活動，課題研究



（報文）
豊沢川地区の力強い発展に向けて

金田　　力・荻原　孝生・田村庸二郎

　岩手県中央部，奥羽山脈の支脈より源を発する豊沢川，瀬川
等を水源とする豊沢川地区は，江戸時代の大規模な新田開発に
より水田が増加したが，流域面積の狭小による水不足により，
昭和初期まで水利紛争が頻発していたため，水源確保として豊
沢ダムの建設が推進され，昭和36年に完成した。しかし，ダ
ム築造後50年以上が経過し，経年的な施設の劣化により施設
の機能低下が顕著となり維持管理に多大な労力を要していたこ
とから，豊沢ダム取水施設などの改修と小水力発電施設の新設
を内容とする国営豊沢川農業水利事業が平成 27年度に着工
し，令和7年度に完工を迎えた。豊沢川地区の歴史を振り返り
つつ，主要工事の具体的な内容について紹介する。
� （水土の知94-8，pp.29～32，2026）

国営かんがい排水事業，事業経緯，豊沢ダム，小水力発電，
完工

（報文）
令和6年 7月 25日からの大雨による
山形県決壊ため池の氾濫解析

小嶋　　創・寺家谷勇希・眞木　　陸・泉　　明良

　令和 6年 7月の大雨で決壊した山形県内の米ため池と雨水
ため池について，現地調査に基づき氾濫流況を推定するととも
に，これと氾濫解析結果との比較を通して，ため池決壊による
浸水想定時の留意事項について考察した。米ため池では決壊時
に堤体が一部残存し流出流量が総貯水量を下回ったこと，また，
雨水ため池ではアンダーパス状のものを含め幅の狭い水路が解
析モデルに反映されなかったことが，解析結果と実際の浸水域
との間に差異が生じた要因として考えられた。浸水想定では，
氾濫流況に影響する地物を適切に反映するとともに，堤体の決
壊形態等に起因する不確実性により，実際の浸水域が氾濫解析
結果と異なる可能性に留意する必要がある。
� （水土の知94-8，pp.33～36，2026）

ため池，決壊，豪雨，氾濫解析，山形県，令和6年 7月
25日からの大雨

（技術リポート：北海道支部）
冬期に施工期間が制限された頭首工の補修事例

佐々木滉介・柴田　聖樹・舘ヶ澤真哉

　国営かんがい排水事業「網走川中央地区」の西幹線頭首工は
建設から40年以上が経過し，凍害などによるコンクリートの
摩耗やひび割れ，洪水吐ゲートなども経年劣化により不具合が
生じ，用水の安定供給に支障を来していた。このため，本頭首
工の補修，洪水吐ゲートの更新などを実施することとした。本
頭首工の補修は河道内施工のため，河川の増水期間を回避する
必要があり，その施工は冬期間に限定された。このことから，
機能診断調査結果を踏まえた補修に当たり，工期短縮，冬期に
対応した仮設の検討などが必要であった。本報では，冬期に施
工期間が制限された頭首工の補修事例について報告する。
� （水土の知94-8，pp.38～39，2026）

頭首工，コンクリート，補修，冬期施工，河道内施工

（技術リポート：東北支部）
ため池の防災・減災における課題と岩手県内の取組み

髙村　康徳・昆野　辰太・高橋　　圭

　岩手県の農業用ため池は令和 8年 3月末現在 2,603 カ所あ
り，このうち決壊した場合に下流域に被害を及ぼすおそれがあ
る防災重点農業用ため池は 676カ所となっている。これらの
ため池は計画的かつ持続的な管理・保全が喫緊の課題となって
いることから，防災工事の実施に加え，維持管理体制の強化を
一体的に進め，岩手県ため池サポートセンターが管理者に寄り
添った支援を実施し，管理体制の強化や点検技術の継承を進め
るとともに，安全対策の強化および安全意識の向上を図ってい
る。本報では，農業用ため池の防災・減災における課題と岩手
県内の取組み事例について報告する。
� （水土の知94-8，pp.40～41，2026）

防災工事，巡回点検，ため池管理点検簿，ブルーシート，
サイホン式簡易放流装置，岩手県

（技術リポート：関東支部）
水門自動化・遠隔化の効果と普及に向けた課題解決策

中島　智弥・阿部　剛士

　少子高齢化の進行に伴う地域の担い手不足や，近年の豪雨災
害リスクの増加を背景に，水門の自動化・遠隔化の必要性が急
速に高まっている。長野県では，こうした状況を踏まえ，導入
を推進しており，本報ではその事例を2例紹介する。両事例と
も，自動化・遠隔化により労力が減り，安全性が高まり，効率
的な運用となるなど，事業実施によって成果が得られた。また，
その一方で，機器の導入費用が非常に高額であることから導入
が進みにくいという課題がある。地元負担が生じる農業農村整
備事業では重要な課題であることから，本報では，課題に対す
る解決策を併せて示すとともに，水門の自動化・遠隔化が施設
管理者から高い評価を得たことを報告する。
� （水土の知94-8，pp.42～43，2026）

水門，自動化，遠隔化，省力化，導入コスト，普及

（技術リポート：京都支部）
排水機場の真空ポンプにおける小配管の腐食対策

橋本　　樹

　国営総合農地防災事業和歌山平野地区では，近年の都市化・
混住化によって低下した地区内の排水機能を旧況に復すること
を目的とし，排水機場・農業用排水路等の整備を行っている。
本事業では5カ所の排水機場の改修・新設を計画しており，う
ち2カ所は汽水域に位置している。このため，この2カ所の排
水機場の設計時から塩害リスクを想定していたが，米田排水機
場では運用開始約2年で真空ポンプ配管に錆が発生した。本報
では，この課題とその発生要因，および対応策の検討プロセス
について報告する。
� （水土の知94-8，pp.44～45，2026）

農地防災，排水機場，塩害，腐食，真空ポンプ，小配管



（技術リポート：中国四国支部）
ため池改修時の工場製品導入がもたらす効果

参鍋　漱祐

　品確法や働き方改革の推進により，休日の確保等，より適正
な設計内容での工事発注が求められている。ため池改修を含む
農業用施設更新工事は，農繁期を避けた工期設定を行うなど工
期に関する制約が生じる。発注者視点から工期短縮を図る上で
ネックであると考えられる，現場打ちコンクリートによる施工
の代替として，工場製品を導入することの有用性について考察
する。本報では，適正な品質を確保しつつ受注業者の負担軽減
につながる方策として，ため池取水施設構造物におけるプレ
キャスト底樋管の導入効果を紹介する。
� （水土の知94-8，pp.46～47，2026）

ため池改修，工場製品，プレキャスト底樋管，働き方改革，
負担軽減

（技術リポート：九州沖縄支部）
八重山地域における畑地灌漑施設の更新に関する課題と検討

伊波　秀起

　八重山地域の農業農村整備事業は，「水あり農業」の実現に
向け，国営・県営事業による水源整備や関連事業等で畑地灌漑
施設整備が進められてきたが，土地改良事業の初期に整備した
施設が耐用年数を迎え，老朽化等により補修・更新の要望が増
加傾向である。また，土地利用形態の変化に伴い，農業用水の
再編や老朽化施設の改修を目的とした新たな国営土地改良事業
石垣島地区が着工し，今後，関連の末端施設整備の推進を図る
ことが急務である。そこで，末端畑地灌漑施設の更新工事にお
ける課題について，①既設管位置の把握，②更新・撤去工事の
施工方法，③工事期間中の取水方法を着眼点に円滑な工事が行
えるよう検討を行った。 
� （水土の知94-8，pp.48～49，2026）

灌漑施設，更新・撤去工事，断水期間，施工フロー図，
UAV，漏水・破裂，維持管理コスト
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